
 
 
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東海北陸地方年金記録訂正審議会 

平成２８年６月２２日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの       ８件 

         国 民 年 金 関 係        ０件 

         厚生年金保険関係        ８件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの           １１件 

         国 民 年 金 関 係        ０件 

         厚生年金保険関係       １１件 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500679 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600062 号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社Ｂ所（現在は、Ａ社）における厚生年金保険被保険者資格の喪失

年月日を昭和 38 年３月 16 日から昭和 38 年４月１日に訂正し、昭和 38 年３月の

標準報酬月額を 1 万 4,000 円とすることが必要である。 

   昭和 38 年３月 16 日から同年４月１日までの期間については、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保

険給付の計算の基礎となる被保険者期間として記録することが必要である。 

事業主が請求者に係る昭和 38 年３月 16 日から同年４月１日までの期間の厚生

年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認めら

れる。 

その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めること

はできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 昭和 34 年７月１日から同年９月１日まで 

              ② 昭和 38 年３月 16 日から同年４月１日まで 

                       ③ 昭和 38 年６月 30 日から同年７月１日まで 

昭和 33 年７月から昭和 38 年６月までＡ社に勤務していたが、請求期間①、

②及び③について厚生年金保険の記録がない。途中で退職したことはないので、

当該期間について年金の給付に反映される記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間②について、Ａ社から提出された在職証明書及び複数の同僚の陳述等

により、請求者は同社に昭和 35 年７月 10 日から昭和 38 年６月 30 日まで常傭員

として勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社は、昭和 38 年３月 16 日に同社Ｃ所は設置されたところ、新規適用

届の提出が遅延したため昭和 38 年４月１日から厚生年金保険の適用事業所とな

ったと考えられるが、請求者は、請求期間②の被保険者記録がないものの、当該

期間も請求者の勤務は継続していたので、給与が支給され、厚生年金保険料が控



除されていたと考えられる旨の回答及び陳述をしている。 

さらに、Ａ社Ｃ所において新規適用と同時に厚生年金保険の資格を取得してい

る同僚は 251 人おり、そのうち同社Ｃ所に転籍する前の職場が同社Ｄ所、同社Ｅ

所、同社Ｆ所及び同社Ｇ所の同僚は、オンライン記録によると、それぞれの職場

における厚生年金保険の資格喪失日が、昭和 38 年４月１日となっており、厚生

年金保険の被保険者記録は継続していることが確認でき、同社Ｃ所に転籍する前

の職場（同社Ｈ所等）において昭和 38 年３月 16 日に厚生年金保険の資格を喪失

しているのは、請求者を含め 57 人確認できる。 

これらを総合的に判断すると、請求者は、請求期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが推認できる。 

なお、請求者は、請求期間②において以前と同じ仕事をしており、転勤した記

憶はない旨回答していることから、請求者の厚生年金保険の被保険者資格はＡ社

Ｃ所が適用事業所となるまでは、同社Ｂ所（昭和 38 年３月 16 日に同社Ｈ所から

事業所名変更）において被保険者資格を有すべきものであり、請求者の同社Ｂ所

の資格喪失年月日を昭和 38 年４月１日とすることが妥当である。 

また、請求期間の標準報酬月額については、請求者のＡ社Ｂ所における厚生年

金保険被保険者原票の昭和 38 年２月の記録から、１万 4,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、昭和 38 年３月 16 日から同年４月１日までの期間につい

て、請求者の厚生年金保険被保険者資格喪失届を社会保険事務所（当時）に対し

提出したか否か、また、厚生年金保険料を納付したか否かについては資料がない

ため不明と回答しているところ、これを確認できる関連資料及び周辺事情はない

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

請求どおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

がないことから、行ったとは認められない。 

一方、請求期間①について、Ａ社から提出された在職証明書により、請求者は、

当該期間に同社Ｈ所に臨時傭員として勤務していたことは確認できるものの、同

社は、請求者の当該期間に係る厚生年金保険料を給与から控除していたかについ

ては、資料がないため不明と回答している。 

また、請求者と同様に、昭和 34 年７月１日にＡ社Ｉ所において厚生年金保険

の被保険者資格を喪失し、請求者と同様に、昭和 34 年９月１日に同社Ｈ所で厚

生年金保険の被保険者資格を取得した同僚７人のうち連絡先の分かる５人に照

会し、全員から回答を得たが、同社の厚生年金保険の取扱いについて回答を得ら

れなかった。 

さらに、請求期間③について、Ａ社から提出された在職証明書により、請求者

は、当該期間に常傭員として同社Ｃ所に勤務していたことは確認できるものの、

同社は、請求者の当該期間に係る厚生年金保険料を給与から控除していたかにつ



いては、資料がないため不明と回答している。 

加えて、Ａ社Ｃ所に係る厚生年金保険被保険者原票において、請求者と同日に

退職している同僚が一人確認できるものの、当該同僚は既に死亡しており、同社

Ｃ所における厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

このほか、請求者の請求期間①及び③における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が厚生年金保険被保険者として請求期間①及び③に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500785 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600064 号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社における平成24年12月１日から平成25年１月１日までの期間の

標準報酬月額を訂正することが必要である。平成 24 年 12 月の標準報酬月額につ

いては、18 万円から 20 万円とする。 

平成 24 年 12 月の訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第

１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録

することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 24 年 12 月の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めること

はできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24 年 12 月１日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当初、18

万円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収する権利

が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準報酬月

額が 20 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準報酬月

額として記録されている。 

しかしながら、平成 24 年 12 月１日から平成 25 年１月１日までの期間につい

ては、Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳により、資格取得時

の報酬月額に見合う標準報酬月額は 20 万円、当該期間に係る厚生年金保険料控

 



除額（３万 179 円）に見合う標準報酬月額は 36 万円であることが認められる。 

ただし、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、請求者の平成 24 年 12 月に係る標準報酬月額については、上述の

賃金台帳により確認できる資格取得時の報酬月額に見合う標準報酬月額から、20

万円とすることが必要である。 

なお、事業主が請求者に係る平成 24 年 12 月１日から平成 25 年１月１日まで

の期間の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は、当該保険料を誤って控除し、厚生年金保険料

についても納付していないことを認めていることから、年金事務所は、請求者に

係る当該期間の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

一方、請求期間のうち、平成 25 年１月１日から同年８月１日までの期間につ

いては、上述の賃金台帳により確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額（20 万

円）は、オンライン記録の標準報酬月額（18 万円）よりも高額であるものの、事

業主が源泉控除していたと認められる当該期間に係る厚生年金保険料額（１万

5,089 円）に見合う標準報酬月額（18 万円）は、オンライン記録の標準報酬月額

と一致していることから、厚生年金特例法の対象とならないため、訂正は認めら

れない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500792 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600071 号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社における平成 25 年４月１日から同年５月１日までの期間の標準

報酬月額を訂正することが必要である。平成 25 年４月の標準報酬月額について

は、14 万 2,000 円から 15 万円とする。 

平成 25 年４月の訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第

１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録

することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 25 年４月の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めること

はできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 平成６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 25 年４月１日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当初、14

万 2,000 円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準

報酬月額が 15 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準

報酬月額として記録されている。 

しかしながら、平成 25 年４月１日から同年５月１日までの期間については、

Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳により、資格取得時の報酬

月額に見合う標準報酬月額は 15 万円、当該期間に係る厚生年金保険料控除額（１

 



万 3,413 円）に見合う標準報酬月額は 16 万円であることが認められる。 

ただし、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し､これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、請求者の平成 25 年４月に係る標準報酬月額については、上述の

賃金台帳により確認できる資格取得時の報酬月額に見合う標準報酬月額から、15

万円とすることが必要である。 

なお、事業主が請求者に係る平成 25 年４月１日から同年５月１日までの期間

の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、当該保険料を誤って控除し、厚生年金保険料につい

ても納付していないことを認めていることから、年金事務所は、請求者に係る当

該期間の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は当該期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

一方、請求期間のうち、平成 25 年５月１日から同年８月１日までの期間につ

いては、上述の賃金台帳により確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額（15 万

円）は、オンライン記録の標準報酬月額（14 万 2,000 円）よりも高額であるもの

の、事業主が源泉控除していたと認められる期間に係る厚生年金保険料額（１万

1,904 円）に見合う標準報酬月額（14 万 2,000 円）は、オンライン記録の標準報

酬月額と一致していることから、厚生年金特例法の対象とならないため、訂正は

認められない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500793 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600072 号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社における平成 25 年４月１日から同年５月１日までの期間の標準

報酬月額を訂正することが必要である。平成 25 年４月の標準報酬月額について

は、14 万 2,000 円から 16 万円とする。 

平成 25 年４月の訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第

１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録

することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 25 年４月の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めること

はできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 平成６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 25 年４月１日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当初、14

万 2,000 円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準

報酬月額が 17 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準

報酬月額として記録されている。 

しかしながら、平成 25 年４月１日から同年５月１日までの期間については、

Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳により、資格取得時の報酬

月額に見合う標準報酬月額は 17 万円、当該期間に係る厚生年金保険料控除額（１

 



万 3,413 円）に見合う標準報酬月額は 16 万円であることが確認できる。 

ただし、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、請求者の平成 25 年４月に係る標準報酬月額については、上述の

賃金台帳により確認できる当該期間に係る厚生年金保険料控除額に見合う標準

報酬月額から、16 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が請求者に係る平成 25 年４月１日から同年５月１日までの期間

の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、当該保険料を誤って控除し、厚生年金保険料につい

ても納付していないことを認めていることから、年金事務所は、請求者に係る当

該期間の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は当該期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

一方、請求期間のうち、平成 25 年５月１日から同年８月１日までの期間につ

いては、上述の賃金台帳により確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額（17 万

円）は、オンライン記録の標準報酬月額（14 万 2,000 円）よりも高額であるもの

の、事業主が源泉控除していたと認められる当該期間に係る厚生年金保険料額

（１万 1,904 円）に見合う標準報酬月額（14 万 2,000 円）は、オンライン記録の

標準報酬月額と一致していることから、厚生年金特例法の対象とならないため、

訂正は認められない。 



 
厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500803 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600073 号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日を平成 17 年７

月 31 日から平成 17 年８月１日に訂正し、平成 17 年７月の標準報酬月額を 32 万

円とすることが必要である。 

平成 17 年７月 31 日から同年８月１日までの期間については、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」とい

う。）第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間と

して記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 17 年７月 31 日から同年８月１日までの期間の厚

生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 平成 17 年７月 31 日から同年８月１日まで 

   私は、平成 17 年８月１日にＡ社からＢ社（現在は、Ｃ社）へ転籍となった

が、派遣先や仕事内容に変わりはなかった。Ａ社に平成 17 年７月 31 日まで在

籍していたにもかかわらず、同日が厚生年金保険被保険者資格の喪失日となっ

ているため、平成 17 年７月が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。

請求期間について、調査の上、年金額に反映する記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   雇用保険の記録並びにＡ社の請求期間の事業主及びＣ社の回答により、請求者

が平成 17 年７月 31 日までＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、請求者から提出された、平成 17 年７月の給与明細書並びに平成 16 年及

び平成 17 年の給与所得の源泉徴収票により、請求者は、請求期間において厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

さらに、平成 17 年７月の給与明細書により請求者は、請求期間において 56 万

円の標準報酬月額に見合う報酬月額の支払を受け、32 万円の標準報酬月額に見合

う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

ただし、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ



き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、平成 17 年７月に係る請求者の標準報酬月額については、32 万円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、Ａ社は平成 21 年５月 23 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、請求期間の事業主は厚生年金保険料を納付したか否かについては不

明と回答しているが、平成 17 年７月 31 日から同年８月１日までの期間について、

年金事務所が保管している請求者に係る厚生年金保険被保険者資格喪失届にお

ける資格喪失年月日が平成 17 年７月 31 日となっていることから、事業主から同

日を資格喪失年月日として厚生年金保険被保険者資格喪失届が提出され、その結

果、社会保険事務所（当時）は請求者の平成 17 年 7 月 31 日から同年８月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき厚生年金保険料に充

当した場合又は厚生年金保険料を還付した場合を含む。）、事業主は当該期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500837 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600074 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を平成24年３月

１日から平成24年２月１日に訂正し、平成24年２月の標準報酬月額を22万円とす

ることが必要である。 

平成24年２月１日から同年３月１日までの期間については、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険

給付の計算の基礎となる被保険者期間として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成24年２月１日から同年３月１日までの期間の厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めること

はできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男   

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住 所 ： 

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 平成 22 年３月 29 日から平成 24 年３月１日まで  

私は、平成 22 年３月 29 日にＡ社に入社したにもかかわらず、厚生年金保険

の資格取得日は平成 24 年３月１日となっているので請求期間を厚生年金保険

の被保険者期間として記録を訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社から提出された平成 22 年分から平成 24 年分までの給与

所得に対する所得税源泉徴収簿、在籍証明書及び同社の回答、並びに請求者から

提出された平成 22 年４月から平成 24 年３月までの給与明細表により、請求者が

請求期間に同社で勤務していたことが認められる。 

また、請求期間のうち、平成24年２月１日から同年３月１日までの期間につい

ては、Ａ社から提出された賃金規程及び同社の回答から同社の厚生年金保険料の

控除方法は翌月控除であることが確認できるところ、上述の源泉徴収簿及び給与

明細表により、平成24年３月の給与から厚生年金保険料（１万8,053円）を控除

されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、請求者は平成 24 年２月１日から同年３月１日

 



までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、平成24年２月１日から同年３月１日までの期間に係る標準報酬月額につ

いては、平成24年分の給与所得に対する所得税源泉徴収簿並びに平成24年２月及

び同年３月の給与明細表から確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額か

ら、22万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、平成24年２月１日から同年３月１日までの期間について、

請求者の厚生年金保険被保険者資格取得届を年金事務所に対し提出しておらず、

厚生年金保険料についても納付していないことを認めていることから、年金事務

所は、請求者の当該期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

一方、請求期間のうち、平成 22 年３月 29 日から平成 24 年２月１日までの期

間については、上述の源泉徴収簿及び給与明細表により、請求者は当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていないことが確認できる。 

このほか、請求者の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情はない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が厚生年金保険被保険者として平成 22 年３月 29 日から平成 24 年２月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 

 

 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1600039 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600076 号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社における平成24年７月17日の標準賞与額を35万 5,000円に訂正

することが必要である。 

   平成 24 年７月 17 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の

基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 24 年７月 17 日の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24 年７月 17 日 

Ａ社から平成 24 年７月 17 日に賞与が支給されていた。しかし、厚生年金保

険の記録では、保険給付の対象にならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該

当）になっている。厚生年金保険料が控除されていたはずなので、保険給付の

対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された平成 24 年７月 17 日に係る賞与支給一覧表から、請求者は、

35 万 5,500 円の賞与が支給され、35 万 5,000 円の標準賞与額に見合う厚生年金

保険料（２万 9,131 円）を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、平成 24 年７月 17 日の請求者の厚生年金保険被保険者賞

与支払届を、年金事務所に対し、保険料を徴収する権利が時効により消滅した後

に提出し、厚生年金保険料についても納付していないことを認めていることから、

年金事務所は、請求者の平成 24 年７月 17 日の賞与に係る厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



 

 

 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1600022 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600079 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 22 年７月９日の標準賞与額を 31 万 2,000 円に訂正

することが必要である。 

平成 22 年７月９日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の

基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 22 年７月９日の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 平成 22 年７月 

   Ａ社に勤務した期間のうち、請求期間に賞与を支給されたが、厚生年金保険

の賞与記録がない。標準賞与額の記録を訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間について、Ａ社の関連会社であるＢ社から提出された賞与支給控除一

覧表及び金融機関から提出された取引推移一覧表並びにＡ社及びＢ社の社会保

険事務担当者の陳述から判断して、請求者は、当該期間において、Ａ社から賞与

が支給され、厚生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたことが

認められる。 

したがって、請求期間に係る標準賞与額については、上述の賞与支給控除一覧

表により確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から 31 万 2,000 円とする

ことが妥当である。 

また、賞与の支給年月日については、上述の賞与支給控除一覧表及び取引推移

一覧表から平成 22 年７月９日とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、平成 22 年７月９日の賞与について、請求者の厚生年金

保険被保険者賞与支払届を年金事務所に対し提出しておらず、厚生年金保険料に



 

ついても納付していないことを認めていることから、年金事務所は、請求者の平

成 22 年７月９日の賞与に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500784 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600063 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24 年７月２日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳によると、資格取得時の

報酬月額に見合う標準報酬月額は 32 万円、請求期間に係る厚生年金保険料控除

額（平成 24 年７月及び同年８月は２万 2,977 円、平成 24 年９月から平成 25 年

７月までは２万 3,472 円）に見合う標準報酬月額は 28 万円であることが確認で

きる。 

また、オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当

初、28 万円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準

報酬月額が 32 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準

報酬月額として記録されている。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「厚生年金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、上述の賃金台

帳により、資格取得時の報酬月額に見合う標準報酬月額（32 万円）は、オンライ

 



ン記録により確認できる標準報酬月額（28 万円）よりも高額であるものの、事業

主が源泉控除していたと認められる請求期間に係る厚生年金保険料額（平成 24

年７月及び同年８月は２万 2,977 円、平成 24 年９月から平成 25 年７月までは２

万 3,472 円）に見合う標準報酬月額（28 万円）は、オンライン記録により確認で

きる標準報酬月額（28 万円）と一致していることから、厚生年金特例法の対象と

ならないため、訂正は認められない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500786 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600065 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 25 年１月７日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳によると、資格取得時の

報酬月額に見合う標準報酬月額は 26 万円、請求期間に係る厚生年金保険料控除

額（１万 8,443 円）に見合う標準報酬月額は 22 万円であることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当

初、22 万円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準

報酬月額が 26 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準

報酬月額として記録されている。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「厚生年金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、上述の賃金台

帳により、資格取得時の報酬月額に見合う標準報酬月額（26 万円）は、オンライ

ン記録により確認できる標準報酬月額（22 万円）よりも高額であるものの、事業

主が源泉控除していたと認められる請求期間に係る厚生年金保険料額（１万

 



8,443 円）に見合う標準報酬月額（22 万円）は、オンライン記録により確認でき

る標準報酬月額（22 万円）と一致していることから、厚生年金特例法の対象とな

らないため、訂正は認められない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500787 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600066 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24 年 10 月 16 日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳によると、資格取得時の

報酬月額に見合う標準報酬月額は 20 万円、請求期間に係る厚生年金保険料控除

額（１万 3,413 円）に見合う標準報酬月額は 16 万円であることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当

初、16 万円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準

報酬月額が 20 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準

報酬月額として記録されている。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「厚生年金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、上述の賃金台

帳により、資格取得時の報酬月額に見合う標準報酬月額（20 万円）は、オンライ

ン記録により確認できる標準報酬月額（16 万円）よりも高額であるものの、事業

主が源泉控除していたと認められる請求期間に係る厚生年金保険料額（１万

 



3,413 円）に見合う標準報酬月額（16 万円）は、オンライン記録により確認でき

る標準報酬月額（16 万円）と一致していることから、厚生年金特例法の対象とな

らないため、訂正は認められない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500788 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600067 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 平成３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24 年７月 16 日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳によると、資格取得時の

報酬月額に見合う標準報酬月額は 26 万円、請求期間に係る厚生年金保険料控除

額（平成 24 年７月及び同年８月は１万 5,591 円、平成 24 年９月から平成 25 年

７月までは１万 5,928 円）に見合う標準報酬月額は 19 万円であることが確認で

きる。 

また、オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当

初、19 万円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準

報酬月額が 26 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準

報酬月額として記録されている。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「厚生年金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、上述の賃金台

帳により、資格取得時の報酬月額に見合う標準報酬月額（26 万円）は、オンライ

 



ン記録により確認できる標準報酬月額（19 万円）よりも高額であるものの、事業

主が源泉控除していたと認められる請求期間に係る厚生年金保険料額（平成 24

年７月及び同年８月は１万 5,591 円、平成 24 年９月から平成 25 年７月までは１

万 5,928 円）に見合う標準報酬月額（19 万円）は、オンライン記録により確認で

きる標準報酬月額（19 万円）と一致していることから、厚生年金特例法の対象と

ならないため、訂正は認められない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500789 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600068 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24 年 11 月 16 日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳によると、資格取得時の

報酬月額に見合う標準報酬月額は 19 万円、請求期間に係る厚生年金保険料控除

額（１万 5,089 円）に見合う標準報酬月額は 18 万円であることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当

初、18 万円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準

報酬月額が 19 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準

報酬月額として記録されている。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「厚生年金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、上述の賃金台

帳により、資格取得時の報酬月額に見合う標準報酬月額（19 万円）は、オンライ

ン記録により確認できる標準報酬月額（18 万円）よりも高額であるものの、事業

主が源泉控除していたと認められる請求期間に係る厚生年金保険料額（１万

 



5,089 円）に見合う標準報酬月額（18 万円）は、オンライン記録により確認でき

る標準報酬月額（18 万円）と一致していることから、厚生年金特例法の対象とな

らないため、訂正は認められない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500790 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600069 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24 年 11 月 16 日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳によると、資格取得時の

報酬月額に見合う標準報酬月額は 22 万円、請求期間に係る厚生年金保険料控除

額（１万 5,089 円）に見合う標準報酬月額は 18 万円であることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当

初、18 万円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準

報酬月額が 22 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準

報酬月額として記録されている。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「厚生年金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、上述の賃金台

帳により、資格取得時の報酬月額に見合う標準報酬月額（22 万円）は、オンライ

ン記録により確認できる標準報酬月額（18 万円）よりも高額であるものの、事業

主が源泉控除していたと認められる請求期間に係る厚生年金保険料額（１万

 



5,089 円）に見合う標準報酬月額（18 万円）は、オンライン記録により確認でき

る標準報酬月額（18 万円）と一致していることから、厚生年金特例法の対象とな

らないため、訂正は認められない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500791 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600070 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24 年 11 月１日から平成 25 年８月１日まで 

    資格取得時の標準報酬月額について、実際に支払われた給与額と差異がある

ため、会社が訂正の届出を行った。しかし、厚生年金保険の記録では保険給付

の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）となっているので、

訂正届の標準報酬月額を保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る賃金台帳によると、資格取得時の

報酬月額に見合う標準報酬月額は 20 万円、請求期間に係る厚生年金保険料控除

額（１万 3,413 円）に見合う標準報酬月額は 16 万円であることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、請求者の請求期間に係る標準報酬月額は、当

初、16 万円と記録されていたところ、Ａ社が年金事務所に提出した健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得届（訂正届）により、請求期間に係る保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 27 年９月 18 日に資格取得時に遡って標準

報酬月額が 20 万円に訂正されていることが確認できるが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額は保険給付の計算の基礎とならない標準

報酬月額として記録されている。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「厚生年金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、上述の賃金台

帳により、資格取得時の報酬月額に見合う標準報酬月額（20 万円）は、オンライ

ン記録により確認できる標準報酬月額（16 万円）よりも高額であるものの、事業

主が源泉控除していたと認められる請求期間に係る厚生年金保険料額（１万

 



3,413 円）に見合う標準報酬月額（16 万円）は、オンライン記録により確認でき

る標準報酬月額（16 万円）と一致していることから、厚生年金特例法の対象とな

らないため、訂正は認められない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500842 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600075 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 27 年 10 月５日から同年 12 月 10 日まで 

    Ａ社に入社したら、年金が在職により一部支給停止となる通知が届いた。Ｂ

年金事務所で確認したところ、平成 27 年 10 月の標準報酬月額が 19 万円で届出

されていると聞いた。 

実際に支給されている給与は 18 万円程度なので、正しい標準報酬月額に訂正

してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社が提出した請求者の雇用契約書及び健康保険・厚生年金保険資格取得確認

および標準報酬決定通知書により、請求者は、平成 27 年 10 月５日に同社に入社

し、同日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、標準報酬月額は 19 万円と決

定されていることが確認できるところ、Ｃ年金事務所から提出された磁気媒体届

書内容照会（被保険者資格取得届）により請求者の報酬月額は、18 万 5,000 円で

届出され、当該報酬に見合う標準報酬月額は、19 万円で決定されていることが確

認できる。 

また、Ａ社は、給与は月末締めの当月 25 日払いと回答しているところ、請求

者が提出した平成 27 年 10 月及び同年 11 月の給与明細書並びにＡ社が提出した

平成 27 年 10 月から平成 28 年３月までの給与支給明細書により、請求者は、同

社から平成 27 年 10 月（５日から末日分まで）に 15 万 9,361 円、平成 27 年 11

月に 20 万 9,911 円（10 月の超過勤務手当 2 万 8,751 円を含む。）の給与が支給さ

れていることが確認できる。 

さらに、日本年金機構Ｄ事務センターは、請求者の平成 27 年 10 月の資格取得

時の標準報酬月額は 19 万円と考えられる旨回答している。 

 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



 

 

 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500839 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600077 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準賞与額の訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 平成 17 年２月 25 日 

   請求期間に係る標準賞与額の記録がないが、当該期間においてＡ社から賞与

が支給されたと思うので、保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間について、複数の同僚は、Ａ社から支給された賞与は「半期インセン

ティブ」という名目で支給されていた旨回答しているところ、当該同僚から提出

された平成 17 年１月給与明細書には給与と「半期インセンティブ」が併せて支

給されていることが確認できる。 

 しかしながら、Ａ社の元代表清算人から提出された請求者に係る平成 17 年１

月給与（２月 25 日支給）賃金台帳元データによると、支給額計が 24 万 3,428 円、

差引支給額が 21 万 1,022 円であることは確認できるものの「半期インセンティ

ブ」の項目は「０」と記載されている上、当該清算人は、請求者に対して当該期

間に「半期インセンティブ」の支給をしていない旨回答している。 

また、金融機関から提出された請求者に係る取引履歴調査結果（流動性預金）

によると、請求期間におけるＡ社からの入金は、平成 17 年２月 25 日に、上述の

賃金台帳元データの差引支給額と同額が記載されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社が加入していたＢ健康保険組合は、請求者の請求期間に係る賞与

支払届が提出されていない旨回答している。 

加えて、Ａ社の元事業主に照会したものの回答を得ることができないことから、

請求者の請求期間に係る賞与の支給及び厚生年金保険料の控除について確認で

きない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認でき



 

る関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

 

 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1500848 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1600078 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準賞与額の訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

   住    所 ：  

             

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 平成 17 年２月 

   請求期間に係る標準賞与額の記録がないが、当該期間においてＡ社から賞与

が支給されたと思うので、保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間について、複数の同僚は、Ａ社から支給された賞与は「半期インセン

ティブ」という名目で支給されていた旨回答しているところ、当該同僚から提出

された平成 17 年１月給与明細書には給与と「半期インセンティブ」が併せて支

給されていることが確認できる。 

 しかしながら、Ａ社の元代表清算人から提出された請求者に係る平成 17 年２

月給与（１月分）賃金データによると、支給額計が 11 万 6,143 円、差引支給額

が９万 3,427 円であることは確認できるものの「半期インセンティブ」の項目は

「０」と記載されている上、当該清算人は、請求者に対して当該期間に「半期イ

ンセンティブ」の支給をしていない旨回答している。 

また、金融機関から提出された請求者に係る普通預金異動明細表によると、請

求期間におけるＡ社からの取引金額は、平成 17 年２月 25 日に、上述の賃金デー

タの差引支給額と同額が記載されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社が加入していたＢ健康保険組合は、請求者の請求期間に係る賞与

支払届が提出されていない旨回答している。 

加えて、Ａ社の元事業主に照会したものの回答を得ることができないことから、

請求者の請求期間に係る賞与の支給及び厚生年金保険料の控除について確認で

きない。 



 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第1500525号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第1600080号 

 

第１ 結論 

昭和17年９月から昭和18年２月までの請求期間について、請求者のＡ事業所に

おける労働者年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認め

ることはできない。 

昭和18年３月から同年６月までの請求期間について、請求者のＢ社（現在は、

Ｃ社）又はＤ社における労働者年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月

日の訂正を認めることはできない。 

昭和58年９月から昭和60年３月までの請求期間について、請求者のＥ社におけ

る厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めること

はできない。 

昭和18年６月29日から同年９月までの請求期間について、請求者のＦ社におけ

る船員保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはで

きない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和３年生 

   住    所 ：  

 

 ２ 被保険者等の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 大正13年生 

 

３ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 昭和17年９月から昭和18年２月まで 

            ② 昭和18年３月から同年６月まで 

            ③ 昭和58年９月から昭和60年３月まで 

            ④ 昭和18年６月29日から同年９月まで 

請求期間①についてはＡ事業所に、請求期間②についてはＢ社又はＤ社に、

請求期間③についてはＥ社にいずれも事務職として勤務し、請求期間④につい

てもＦ社のＧに事務職として乗船していたと思うが、請求期間に係る労働者年

金保険、厚生年金保険及び船員保険の被保険者記録がない。保険給付の対象と

なる記録に訂正してほしい。 



 

第３ 判断の理由 

請求期間①について、請求者は、訂正請求記録の対象者はＡ事業所に勤めてい

たと主張している。 

しかしながら、Ａ事業所は、請求者が記憶するＨ市において商業登記が確認で

きない上、厚生年金保険の適用事業所であった記録が確認できず、事業所及び同

僚を特定することができない。 

また、請求者は、訂正請求記録の対象者が事務職として勤務していたと思われ

る旨陳述しているところ、昭和17年６月から昭和19年９月までの期間は、現業の

男性労働者のみが労働者年金保険の被保険者となり得たことから、訂正請求記録

の対象者については、労働者年金保険の被保険者となる要件を満たしていなかっ

たことがうかがえる。 

請求期間②について、当該期間にＢ社又はＤ社において厚生年金保険の被保険

者記録が確認できる同僚15人に照会したものの、訂正請求記録の対象者を記憶し

ている者がいないことから、当該期間に係る訂正請求記録の対象者の勤務実態に

ついて確認できない。 

また、Ｃ社及びＤ社は、訂正請求記録の対象者の勤務実態、労働者年金保険の

取扱い及び労働者年金保険料の控除について不明と回答しており、当時の資料も

保管されていないことから、訂正請求記録の対象者の請求期間②に係る勤務実態、

労働者年金保険の取扱い及び労働者年金保険料の控除について確認できない。 

さらに、請求者は、訂正請求記録の対象者が事務職として勤務していたと思わ

れる旨陳述しているところ、請求期間②当時は、上述のとおり現業の男性労働者

のみが労働者年金保険の被保険者となり得たことから、訂正請求記録の対象者に

ついては、労働者年金保険の被保険者となる要件を満たしていなかったことがう

かがえる。 

請求期間③について、当該期間にＥ社おいて厚生年金保険の被保険者記録が確

認できる同僚24人に照会したものの、訂正請求記録の対象者を記憶している者が

いないことから、当該期間に係る訂正請求記録の対象者の勤務実態について確認

できない。 

また、Ｅ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、商業登記

簿において確認できる請求期間③当時の事業主２人のうち、１人は死亡しており、

１人の元事業主は基礎年金番号に未統合のため所在が特定できず、オンライン記

録において確認できる前述以外の元事業主に照会したものの、回答が得られない

ことから、訂正請求記録の対象者の当該期間に係る勤務実態、厚生年金保険の取

扱い及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

請求期間④について、請求者から「汽船Ｇ乗組員名簿（以下「乗組員名簿」と

いう。）及び訂正請求記録の対象者が書き残したとする経歴書が提出され、同名

簿には、人数及び姓名欄等に記載がない箇所があることから作成途中とうかがわ

れるものの、訂正請求記録の対象者の名前及び乗船年月日欄には昭和18年６月29

日の記載が確認でき、経歴書からは「18.６～18.９ Ｉ汽船 Ｊ」の記載が確認



できる。 

また、上述の乗組員名簿に記載がある46人のうち、43人については、船員保険

被保険者台帳において、Ｆ社が所有する「Ｊ」に乗船していたことが確認できる。 

しかしながら、Ｆ社を吸収合併したＫ社の担当者は、当時のことは不明であり、

Ｆ社に関する資料を保管していない旨陳述していることから、訂正請求記録の対

象者の請求期間④における勤務実態、船員保険の取扱い及び船員保険の届出につ

いて確認できない。 

また、上述の船員保険被保険者台帳がある43人の同僚のうち、42人は死亡又は

基礎年金番号に未統合のため所在が特定できず、所在が確認できた１人に照会し

たものの、回答を得ることができなかったことから、請求期間④に係る訂正請求

記録の対象者の勤務実態等について確認できない。 

さらに、Ｌ社調製の喪失船舶一覧表によると、Ｆ社のＧは、請求期間④当時、

陸軍徴用船として記載されているところ、上述の乗組員名簿に記載された46人の

うち、船員保険被保険者台帳の確認ができない訂正請求記録の対象者を含む３人

について、厚生労働省社会・援護局が保管する資料からは旧陸軍及び旧海軍にお

ける記録が確認できず、同社のＧに乗船したことが確認できない。 

このほか、訂正請求記録の対象者の請求期間における労働者年金保険料、厚生

年金保険料及び船員保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が労働者年金保険被保険者、厚生年金保険被保険者及び船員保険被保険者とし

て請求期間に係る労働者年金保険料、厚生年金保険料及び船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 


